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本小委員会における議論の方向性と整理

２０１９年６月２７日
需給調整市場検討小委員会 事務局

第１２回需給調整市場検討小委員会
資料４
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年度 2020 2021 ～ 2020+X
（遅くとも2024)

2020+Y
・中給システム改修後
・細分化する場合

広域運用 三次①相当(3社～)

一次相当

三次②

三次①相当(9社※)
二次②相当(9社※) 二次①

広域調達
三次②

一次（可否・時期の検討要）

三次①
二次②

二次①

課題

【課題１】
-1 三次①・二次②の広域調達時期
-2 二次①の広域調達可否と時期
-3 一次の広域調達可否と時期

【課題２】
-1 契約・精算
（TSO-TSO）

-2 直流設備の扱い
-3 運用段階での設備

トラブル時等の対応

【課題５】
-1 複合約定ロジック
-2 連系線容量確保
-3 特定地域立地電源

調達方法

【課題６】
-1 中給システムの抜本

的な改修
（1社目の改修で反映

すべき事項の整理)
-2 二次①に係る具体的

な調達・運用方法

制度検討作業部会で示されたスケジュールを踏まえ、今後の課題を整理した。

需給調整市場に係る課題一覧

※ 具体的なスケジュールは、広域需給調整システムの製作メーカーが決まり次第、各社中給対応の調整等も踏まえ今後検討

【課題３】
- 1 契約・精算(TSO-BG)

- 2 余力活用の仕組み
- 3 商品設計
- 4 調達スケジュール
- 5 情報公開
- 6 調整係数
- 7 事前審査
- 8 リクワイアメント
- 9 アセスメント・ペナルティ
-10 調整力必要量
-11 下げ調整力の調達
-12 ΔkW調達不調・減少時の扱い

【課題４】
-1 一次に係る

具体的な
調達方法

出所）第5回需給調整市場検討小委員会（2018.7.31）資料３
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_05_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_05_haifu.html
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Step1

事前審査
Step2

取引

 需給調整市場のプロセスに沿って整理すると、課題は以下のような位置付けとなる。

（参考）市場のプロセスに沿った各課題の位置付け

Step2-1

調達
Step2-2

運用
Step2-3

精算
Step1-1

審査
（資格要件）

Step1-2

審査
（性能要件）

Step3

アセスメント
ペナルティ

事前審査 契約・精算
(TSO-BG)

余力活用

商品設計

調達スケジュール

情報公開

調整係数

 リクワイアメント

調整力必要量

下げ調整力の
調達

ΔkW調達不調
・減少時の扱い

複合約定ロジック

連系線容量確保

直流設備の扱い

運用段階での
設備トラブル時等
の対応

連系線容量確保

契約・精算
(TSO-TSO)

契約・精算
(TSO-BG)

アセスメント・ペナルティ

（プロセスに沿った課題のみ記載）

出所）第5回需給調整市場検討小委員会（2018.7.31）資料３
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_05_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_05_haifu.html
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8論点整理① [広域調達の可否および開始時期に係る対応]

課題 これまでの議論の方向性 小委における論点 小委での議論における方向性

1-1

三次①および
二次②の
広域調達
開始時期

 三次①および二次②の広域運用の見通しを
踏まえた広域調達開始時期

 三次①については2022年度より、電源
Ⅰ-b相当の量を年間で広域調達し設備
を確保。実需給断面では、週間でΔkW
を広域的に市場で取引することによりエリ
ア間の電源差替えを行う
2024年度以降は、需給調整市場により
ΔkWを週間で広域調達

 二次②については2024年度より、需給
調整市場によりΔkWを週間で広域調達

1-2
二次①の
広域調達可否と
開始時期

 以下を踏まえた広域調達の可否

• 広域調達メリットは期待できる一方、kWh
がほぼ生じないため広域運用メリットは少な
いことや、連系線確保により卸市場に影響
を与えること

• 連系線事故等における周波数制御を踏ま
えた調整電源等の偏在リスク

 上記および中給システムの抜本的な改修を
踏まえた広域調達・運用開始時期

1-3
一次の
広域調達可否と
開始時期

 以下を踏まえた広域調達の可否

• 広域調達メリットは期待できる一方、kWh
がほぼ生じないため広域運用のメリットは少
ないことや、連系線確保により卸市場に影
響を与えること

• 連系線事故等における周波数制御を踏ま
えた調整電源等の偏在リスク

 上記を踏まえた広域調達開始時期

 必要量の検討を踏まえた電源Ⅰ-ａから
の切り出し可否やその他の課題（偏在リ
スク、連系線容量確保、直流設備制約、
必要供給予備力との関係）を踏まえ引
き続き検討



9論点整理② -1 [2020年度 三次①相当の広域運用に向けた対応]

課題 これまでの議論の方向性 小委における論点 小委での議論における方向性

2-1
一般送配電事業
者間の契約・精算
プロセス

 精算に必要なデータ（エリ
ア情報、価格情報等）は
システムから抽出

 kWh単価がインバランス制
度の基準となることを踏まえ
たTSO-TSO間の精算の
考え方

 他の関連する審議会等での議論を踏まえ、一般送配電事
業者にてその詳細を定める

2-2
直流設備に係る
取り扱い

 商品に応じた直流設備固
有の制約
（調整力の運用における
交流設備

との違い）

 直流設備の制約を考慮した各調整力の広域運用可能な
範囲は以下のとおり。

• 三次②、三次①、二次②については、北海道から九州ま
での９エリアでの広域運用とする

• 二次①、一次については、広域運用に対する設備上の
課題があることから、北海道ブロック、東北・東京ブロック、
中部・北陸・関西・中国・四国・九州ブロックの合計３ブ
ロックに区分される



10論点整理② -２ [2020年度 三次①相当の広域運用に向けた対応]

課題 これまでの議論の方向性 小委における論点 小委での議論における方向性

2-3
運用段階での設
備トラブル時等の
対応

 平常時以外の対応スケ
ジュール
• 需給逼迫時、連系線事

故時
• 広域需給調整システム

（運用）
のトラブル時

など

 需給ひっ迫の要因が電源等トラブルの場合は、トラブルが生
じた電源等を供出した事業者に代替電源等の供出を求め
る。当該事業者が代替電源等を供出できない場合、属地
エリアの一般送配電事業者が電源等を調達する。

 地域間連系線事故時や広域需給調整システム（運用）
のトラブル時は、調整力が不足するエリアの一般送配電事
業者が代替電源等を調達する。

 一般送配電事業者が代替電源等を調達する際の優先順
位は以下の通り。

① エリア内のオンラインで出力調整可能な電源等

② エリア外のオンラインで出力調整可能な電源等

③ エリア内のオフラインで出力調整可能な電源等

④ エリア外のオフラインで出力調整可能な電源等

 上記を実施した場合においても調整力が不足するケースや
実需給までの時間的裕度が少ないケースにおいては、給電
指令や広域機関の指示により一般送配電事業者が代替
電源等を確保する場合がある。

 オフラインで出力調整可能な電源等の運用については広域
機関からの指示により一般送配電事業者が行う。
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課題 これまでの議論の方向性 小委における論点 小委での議論における方向性

3-1

一般送配電事業
者と発電・小売事
業者間の契約・
精算プロセス

 ΔkWは調達段階の商品
区分で精算

 kWhはユニット単位の
kWhでV1/V2単価により
精算

 TSO-BG間の契約・
精算プロセス
およびスケジュール

 アグリゲーターに係る
計量方法と
精算方法

＜契約関連＞

 需給調整市場における契約は「TSO-TSO間」および「属地
TSO-調整力提供者間」とする。

 「属地TSO-調整力提供者間」では以下の契約を締結する。

• 需給調整市場に関する契約（ΔkW・kWh）

• 余力活用に関する契約（kWh）

 市場取引にかかる詳細等を取引規程で定めることとし、これに基
づいて属地TSOおよび調整力提供者で個別に契約を締結する。

 余力活用に関する契約は、取引規程の関連する部分を参照す
る契約とする。

 取引規程の策定にあたっては、市場運営者である一般送配電事
業者が詳細を検討する。

＜資格要件＞

 資格要件については「法人格を有し、純資産額1,000万円以上
を有する事業者であること」とする。

＜アグリゲーターに提出を求める情報＞

 需給調整市場がリソースをアグリゲートする場合に提出を求める
情報を以下の通りとする。

• 供出する個々のリソースの詳細情報（需要家リスト）

• 応札、発動時に需要家リストから選択したリソースの組合せに
関する情報（パターン）

 需要家リストにおいて設定可能なパターン数の上限は、市場開設
時点では10パターンとする。ただし、市場参加者のニーズに応じて、
随時その変更要否について検討する。

論点整理③ -1 [2021年度 三次②の広域調達・運用に向けた対応]
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課題 これまでの議論の方向性 小委における論点 小委での議論における方向性

3-1

一般送配電事業
者と発電・小売事
業者間の契約・
精算プロセス

 ΔkWは調達段階の商品
区分で精算

 kWhはユニット単位の
kWhでV1/V2単価により
精算

 TSO-BG間の契約・
精算プロセス
およびスケジュール

 アグリゲーターに係る
計量方法と
精算方法

＜需要家リストの登録および変更のスケジュール＞

 具体的なスケジュールを以下のとおりとする。

① 事前審査までに需要家リスト、パターンを一般送配電事業者
に提出

② 一般送配電事業者は需要家リスト、パターンに基づき事前審
査を実施

③ 需要家リスト、パターンは四半期毎に変更可能とする。変更
する場合、応札する四半期の３か月前までに再度提出（変
更申請）し、事前審査を実施

④ 応札時には、登録されたパターンを一つ選択する。応札上限
は試験時点のΔkW供出可能量とする

⑤ 落札後、需要計画の締切まで、ΔkW供出量が落札量を下
回らないパターンへの差替えは可能

 パターンの審査にあたっては、提出される試験データ等を勘案して
審査方法の詳細を決定する。

 事前審査の実施時期等により、需要が変動する可能性があるた
め、これらにかかる補正については、過去のデータ等に基づき決定
することを許容する。

論点整理③ -2 [2021年度 三次②の広域調達・運用に向けた対応]
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課題 これまでの議論の方向性 小委における論点 小委での議論における方向性

3-1

一般送配電事業
者と発電・小売事
業者間の契約・
精算プロセス

 ΔkWは調達段階の商品
区分で精算

 kWhはユニット単位の
kWhでV1/V2単価により
精算

 TSO-BG間の契約・
精算プロセス
およびスケジュール

 アグリゲーターに係る
計量方法と
精算方法

＜電力量の精算＞

 出力変化量の許容範囲を逸脱した応動が判明した場合の精算
は以下の通り。

• 落札ブロック内においては、相応の強度を有したペナルティを設
けることを前提に、すべて調整力としてkWh精算する

• 落札ブロック前後の応動時間については、アセスメント対象外で
あることを踏まえ、その電力量（実績と基準の差）はインバラン
スとして精算する

 オンラインTMを用いることとし、精算時期はkWhと同様に1～2ヶ
月後とする。

 kWh、ΔkWおよびペナルティの精算時期が一致することから、預
託金の供出は不要とする。

 アグリゲーターに対しては、小売単位で基準値および実績の提出
を求めることとし、アセスメントはアグリゲーター単位とする。なお、実
績等については送電端における数値を提出する。

論点整理③ -3 [2021年度 三次②の広域調達・運用に向けた対応]
赤字：今回追記
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課題 これまでの議論の方向性 小委における論点 小委での議論における方向性

3-2
余力活用に係る
具体的な仕組み

 年初に公募に基づく契約
を行う

 容量市場におけるリク
ワイアメント等を前提
とした余力活用の具
体的な仕組みの検
討

 kWh単価の登録お
よび変更時期

 容量市場においてリクワイアメントとしている「調整電源に指示でき
る契約」を「余力活用に関する契約」とする。

 一般送配電事業者が余力を活用する用途は以下項目であり、
その対価は余力活用契約に関する契約を締結し、契約の中で精
算する。

① 電源の経済差替え

② 下げ調整力の運用

③ ブラックスタート機能の活用

④ 電圧調整機能の活用

⑤ 潮流調整機能の活用

⑥ 系統保安ポンプ（揚水ポンプ運転）機能の活用

⑦ 緊急時の追加起動

 余力活用の仕組みを適切に機能させるため、以下事項を実施。

• 一般送配電事業者が調整機能を把握するため、事前審査
（書類審査を含む）を実施する

• 一般送配電事業者が余力をリアルタイムに把握するため、商
品要件で定めるとおり監視情報を一般送配電事業者にオンラ
インで送信する

• 調整機能を全て使用することを、余力活用に関する契約にお
いて定める

• kWh単価はΔkWが落札された電源と同様、需給調整市場
システム（調達）に登録する

論点整理③ -4 [2021年度 三次②の広域調達・運用に向けた対応]
赤字：今回追記
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課題 これまでの議論の方向性 小委における論点 小委での議論における方向性

3-3 商品設計

 商品区分、商品の要件は
意見募集のとおり

 意見募集を踏まえた要件の確定

 新たなリソースを踏まえた際に、取り決めておく
べき事項の整理（DRにおけるベースラインの
考え方など）

 意見募集等を踏まえ、商品の要件は
P27に記載の通りとする

 三次②における中間点等の設定は不要
とする

3-4
調整力を確実に
調達するための
調達スケジュール

 三次調整力②：前日ス
ポット後

 上記以外：週間

 三次調整力②以外の調達時期

 FIT①発電計画見直しの動向を踏まえた三
次調整力②調達量等の検討

 三次①については2022年度より、電源
Ⅰ-b相当の量を年間で広域調達し設備
を確保。実需給断面では、週間でΔkW
を広域的に市場で取引することによりエリ
ア間の電源差替えを行う
2024年度以降は、需給調整市場により
ΔkWを週間で広域調達

 二次②については2024年度より、需給
調整市場によりΔkWを週間で広域調達

 一次および二次①については、2024年
度以降の調達スケジュールは週間調達

※週間で調達するとは、「1週間前に1
週間分を56商品[3時間×56ブロッ
ク]に分けて調達する」ことを指す

3-5

調整力に係る費
用の透明性確保
と適正な市場競
争の促進に向けた
情報公開

 情報公開の考え方
（公開方法、時期、項目 など）

※制度設計専門会合で議論

論点整理③ -5 [2021年度 三次②の広域調達・運用に向けた対応]
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課題 これまでの議論の方向性 小委における論点 小委での議論における方向性

3-6
性能に応じた
調整係数の設定

 加点・減点のいずれにも対
応できるものとして設定範
囲は「0.00~100.00」と
する

 調整係数の考え方
（性能に応じた設定、電
源種別毎

の設定など）

 三次②における中間点等の設定は不要とする

3-7 事前審査

 事前審査の考え方
・内容、方法、時期・頻
度
・容量市場の事前審査と
の関係

 アグリゲーターについて特
に取り決めておかなければ
いけない項目の整理

＜三次②＞

 評価対象は「応動時間」「出力変化量」「継続時間」等とし、
測定間隔は5分とする

 許容範囲は応札を予定しているΔkWの±10%とする

 審査時の基準について、以下を事前に一般送配電事業者に
提出する。ただし基準の想定方法については、一般送配電事
業者は指定しない

• 発電機では、発電計画を提出

• DSR等では、5分単位で、事前審査対象時間およびその
前の60分の想定値を提出

 過去データに基づく審査を実施する場合は以下のとおり

• 需給調整市場に参加する電源等は、商品要件に適合す
ることが確認できる書類を事前に提出する

• 提出された書類をもとに、属地の一般送配電事業者が商
品への適合の確認を行い、承認する

• 主な確認項目は、「応動時間」「出力変化量」「継続時
間」とする

• 需給調整市場に参加する電源等は提出する書類は、メー
カー試験成績書等の第三者が確認した書類を原則とする

 メーカー試験成績書等の提出が困難な場合には、標準パ
ターン化した実働試験を実施（標準パターンは今後検討）

論点整理③ -6 [2021年度 三次②の広域調達・運用に向けた対応]



17論点整理③ -7 [2021年度 三次②の広域調達・運用に向けた対応]

課題 これまでの議論の方向性 小委における論点 小委での議論における方向性

3-8

確実な需給バラン
ス調整を行うため
に必要となるリクワ
イアメント

 調達時、運用時に求
められる責務

 容量市場におけるリク
ワイアメントとの関係

＜リクワイアメント＞
 調整力提供者がΔkWの提供にあたって生じる以下の義務をリク

ワイアメントとする。

• 当該時間に必要な能力をもった調整電源を、落札した量につ
いて買い手が調整できる状態とし、指令を受けた場合はそれに
応じる義務を負うこと

• 需給調整に必要な能力とは、「商品の要件」で定められた能
力を指す



18論点整理③ -8 [2021年度 三次②の広域調達・運用に向けた対応]

課題 これまでの議論の方向性 小委における論点 小委での議論における方向性

3-9

リクワイアメントに
対するアセスメント
と実効性を確保す
るためのペナルティ

 アセスメントの考え方
（実施方法、時期など）

 ペナルティの考え方

 調整力提供者がリクワイアメントを果たせたかどうか確認する
ことをアセスメントとする。

【三次②のアセスメント】

＜アセスメントⅠ（ΔkWの供出可否の確認）＞

 ΔkWの供出可否について確認する。詳細は以下の通り

• 発電機では、GC時点での発電計画を確認し、発電
可能上限値および発電計画値の差が落札可能量を
上回っていることを確認

• DSR等では、アグリゲーター単位ΔkW落札量が供出
可能量の内数にあることを確認

 精算時に全データを確認する

＜アセスメントⅡ（応動実績の確認）＞

 評価対象は、30分出力平均値の出力変化量とし、評
価間隔は30分とする

 許容範囲は落札されたΔkWの±10%とする

 アセスメント時の基準については以下の通り。ただし基準
の想定方法について、一般送配電事業者は指定しない

• 発電機では、発電計画

• DSR等では、30分単位でΔkW落札時間およびその
前の60分について、事前に一般送配電事業者に提出

 将来的にはシステム化等により、データの全数確認を行う
ことを検討していくこととし、当面はサンプルチェックとなるこ
ともある



19論点整理③ -9 [2021年度 三次②の広域調達・運用に向けた対応]

課題 これまでの議論の方向性 小委における論点 小委での議論における方向性

3-9

リクワイアメントに
対するアセスメント
と実効性を確保す
るためのペナルティ

 アセスメントの考え方
（実施方法、時期など）

 ペナルティの考え方

【三次②のペナルティ】

＜金銭的ペナルティ（アセスメントⅠ）＞

 ペナルティ対象はΔkWとする

 市場開設時点では電源Ⅰ´と同様に、1.5倍のペナル
ティ強度を設定することとし、実態に応じて今後見直すこ
ととする。

 具体的な算定式は以下の通り

報酬額 ＝ ΔkW落札額×（１－未達率×1.5）
未達率 ＝（ΔkW落札量-供出可能量）/ΔkW落札量

＜金銭的ペナルティ（アセスメントⅡ）＞

 ペナルティ対象はΔkWとし、アセスメントⅡが許容範囲外
にある場合、ペナルティ対象とする

 市場開設時点では電源Ⅰ´と同様に、1.5倍のペナル
ティ強度を設定することとし、実態に応じて今後見直すこ
ととする。

 具体的な算定式は以下の通り

アセスメントⅡが許容範囲内：
報酬額 ＝ アセスⅠ実施後の報酬額

アセスメントⅡが許容範囲外：
報酬額 ＝ ΔkW料金 × (-0.5)

赤字：今回追記



20論点整理③ -10 [2021年度 三次②の広域調達・運用に向けた対応]

課題 これまでの議論の方向性 小委における論点 小委での議論における方向性

3-9

リクワイアメントに
対するアセスメント
と実効性を確保す
るためのペナルティ

 アセスメントの考え方
（実施方法、時期など）

 ペナルティの考え方

【三次②のペナルティ】

＜契約不履行に対するペナルティ（アセスメントⅠ）＞

 故意もしくは重過失に起因する場合で複数回の是正勧
告にもよらず改善が見られない場合においては、契約解
除等を含めた措置について一般送配電事業者にて検討
する（詳細は取引規程等で制定する）

 ただし、電源脱落やシステムトラブル等で長期間停止した
場合の不履行については、電源差し替えの状況や停止
事由等を明らかにした上で、一般送配電事業者と協議し、
是正勧告対象とするか決定する

 対象は事業者毎に課すこととする

＜契約不履行に対するペナルティ（アセスメントⅡ）＞

 落札時間（30分×6コマ 計3時間）毎に金銭的ペナ
ルティの発生有無を確認し、アセスメントⅡに対するペナ
ルティの発生回数（落札ブロック単位でカウント）が月あ
たり３回以上となった場合、事前審査を再実施することと
する

 ただし、電源脱落やシステムトラブル等で長期間停止した
場合の不履行については、電源差し替えの状況や停止
事由等を明らかにした上で、一般送配電事業者と協議し、
是正勧告対象とするか決定する

 アセスメントが応札単位であることを踏まえ、発電機または
パターン毎に課す

赤字：今回追記



21論点整理③ -11 [2021年度 三次②の広域調達・運用に
向けた対応]

課題 これまでの議論の方向性 小委における論点 小委での議論における方向性

3-10

需給バランス
維持に必要と
なる調整力の必
要量

 商品区分ごとの調達量の
考え方

＜三次②必要量＞

 基本的な算定式は以下の通り

三次②必要量＝
「前々日予測値 － 実績値」の再エネ予測誤差の3σ相当値

ー 「GC予測値 ー 実績値」の再エネ予測誤差の3σ相当値

 この算定は、過去データを使用して月別・想定出力帯別・時
間帯別に事前に行う

 前日に決定する日々の三次②必要量は、前々日の出力予
測に基づき、予測出力帯・月・時間帯が一致する上記の算
定量とする

3-11
下げ調整力の
調達

 現行の運用においてはBG
計画の中で下げ調整幅は
十分にあり、事前に送配
電が確保しておく必要性は
少ない

 下げ調整力の調達の
必要性

 以下の点を踏まえて、下げ調整力は調達しないこととする。

• 平常時においては、余力活用の仕組みによって、下げ調整
力のΔkW調達が行われていない調整能力を持った電源等
の下げ調整力を活用できることを前提とすると、発電事業者
はメリットオーダーに基づく発電計画を作成するため、安価な
調整電源等から順に定格出力となることから、十分な量の
下げΔkWを備えた調整電源が自然に生じること。

• エリア内の供給量が需要量を上回ることが見込まれる時にお
いても、優先給電ルールによる抑制順位に基づいて、自然
変動電源以外の電源の抑制可能量（下げΔkW）を確保
して、自然変動電源の出力抑制量（下げΔkW）を決める
ことで下げΔkWを確保できること。
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課題 これまでの議論の方向性 小委における論点 小委での議論における方向性

3-12

ΔkW調達不調
や調達後に
ΔkWが減少し
た場合の対応
方法

 需給調整市場システム(調
達)外で対応する

 市場で調達できなかった場
合にも確実な需給バランス
調整を行うための方法

 電源等トラブル時は、トラブルが生じた電源等を供出した事
業者に代替電源等の供出を求める。当該事業者が代替
電源等を供出できない場合、属地エリアの一般送配電事
業者が電源等を調達する。

 その他トラブル時は、調整力が不足するエリアの一般送配
電事業者が代替電源等を調達する。

 一般送配電事業者が代替電源等を調達する際の優先順
位は以下の通り。

① エリア内のオンラインで出力調整可能な電源等

② エリア外のオンラインで出力調整可能な電源等

③ エリア内のオフラインで出力調整可能な電源等

④ エリア外のオフラインで出力調整可能な電源等

 上記を実施した場合においても調整力が不足するケースや
実需給までの時間的裕度が少ないケースにおいては、給電
指令や広域機関の指示により一般送配電事業者が代替
電源等を確保する場合がある。

 オフラインで出力調整可能な電源等の運用については広
域機関からの指示により一般送配電事業者が行う。

論点整理③ -12 [2021年度 三次②の広域調達・運用に向けた対応]
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課題 これまでの議論の方向性 小委における論点 小委での議論における方向性

4-1
一次調整力に
係る具体的な
調達方法

 広域調達量の考え方

論点整理④ [一次調整力の広域調達に向けた対応]
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課題 これまでの議論の方向性 小委における論点 小委での議論における方向性

5-1
複合約定ロジック
の構築

 調達コストの低減を目的とし
て商品間を複合的に約定す
るロジックの考え方

5-2
連系線の容量
確保の考え方

 隣接エリアおよび運用容量
の大きい交流連系線を優
先して容量確保

 卸市場に与える影響を踏まえ
た連系線の容量確保の考え
方

5-3
特定地域立地
電源の調達方法

 需給調整市場システム
（調達）外で対応する

 対象とする要件
（ブラックスタート、電圧調整
など）

 具体的な調達方法
（方法、時期、期間など）

＜ブラックスタート機能＞

 2024年度以降は、容量市場におけるkW調達時期
（契約発効の４年前）と同時期に年間公募で調達する。

 2021～2023年度は、電源Ⅰや電源Ⅱの公募を通じて
調達する。

＜電圧調整機能・潮流調整機能・系統保安ポンプ機能＞

 電圧調整等が困難となる地点が確認された場合には、ブ
ラックスタート機能の公募と同様のスキームで、電圧調整
機能等を公募する。

論点整理⑤ [～2020＋X年度 三次①、二次②の広域調達・運用に向けた対応]
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課題 これまでの議論の方向性 小委における論点 小委での議論における方向性

6-1

1社目の中給シス
テムの抜本的な
改修において反映
すべき中給改修
項目の整理

 将来の広域化に対して
制約とならない中給改
修項目の整理と改修
内容

＜制御方式・演算周期の統一＞

 二次①の広域運用に向けて、中給システムの抜本改修なしで、
各エリアの現在の制御方式を活用する案の検討をシミュレー
ションを含め開始

 更なる将来に向けては、中給システムのリプレースに合わせた抜
本改修の検討を進める

＜単価登録の細分化＞

 単価登録細分化、中給システムへの単価登録の自動化、時
間帯別に異なる単価の調整力の自動制御については、抜本
改修を必要としない改修方法について検討を進める

 中給システムを、30分毎単価を複数認識し、GC直前まで変
更可能とできるよう、2021年4月を目途に改修する。（メー
カーとの協議により多少前後の可能性あり）

＜V1/V2による直接的な運用＞

 V1/V2による直接的な運用には、中給システムの抜本改修が
必要であり、実現するための方式について検討を進める

 リプレースまでの間は引き続きabc定数による運用を継続

＜中給制御の最大数＞

 制御最大数の拡大に関して中給システムの抜本改修等が必
要なエリアについては、中給システムのリプレース等のタイミングに
合わせて検討を進める

 接続申込状況に応じて中給システムの改修を実施（個別に
相談）

論点整理⑥ -1 [2020+Y年度 二次①の広域調達・運用に向けた対応]



26

課題 これまでの議論の方向性 小委における論点 小委での議論における方向性

6-2
二次調整力①
に係る具体的な
調達・運用方法

 具体的な調達・運用の
方法

論点整理⑥ -2 [2020+Y年度 二次①の広域調達・運用に向けた対応]
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一次調整力 二次調整力① 二次調整力② 三次調整力① 三次調整力②

英呼称
Frequency Containment

Reserve
(FCR)

Synchronized
Frequency Restoration

Reserve
(S-FRR)

Frequency Restoration
Reserve
(FRR)

Replacement
Reserve

(RR)

Replacement
Reserve-for FIT

(RR-FIT)

指令・制御
オフライン

（自端制御）
オンライン

（LFC信号）
オンライン

(EDC信号)
オンライン

(EDC信号)
オンライン

監視
オンライン

（一部オフラインも可※２）
オンライン オンライン オンライン

専用線：オンライン
簡易指令ｼｽﾃﾑ：ｵﾝﾗｲﾝ

回線 専用線※1

（監視がオフラインの場合は不要）
専用線※1 専用線※1 専用線※1 専用線 または

簡易指令システム

応動時間 10秒以内 5分以内 5分以内 15分以内※3 45分以内

継続時間 5分以上※3 30分以上 30分以上 商品ブロック時間(3時間) 商品ブロック時間(3時間)

並列要否 必須 必須 任意 任意 任意

指令間隔 －（自端制御） 0.5～数十秒※4 1～数分※4 1～数分※4 30分

監視間隔 1～数秒※2 1～5秒程度※4 1～5秒程度※4 1～5秒程度※4 1～30分※5

供出可能量
(入札量上限)

10秒以内に
出力変化可能な量
（機器性能上のGF幅
を上限）

5分以内に
出力変化可能な量
（機器性能上のLFC幅
を上限）

5分以内に
出力変化可能な量
（オンラインで調整可能
な幅を上限）

15分以内に
出力変化可能な量
（オンラインで調整可能
な幅を上限）

45分以内に
出力変化可能な量
（オンライン(簡易指令
システムも含む）で調整
可能な幅を上限）

最低入札量 5ＭＷ
（監視がオフラインの場合は1MW）

5MW※1,4 5MW※1,4 5MW※1,4 専用線：５MW
簡易指令システム：１ＭＷ

刻み幅（入札単位） 1kW 1kW 1kW 1kW 1kW

上げ下げ区分 上げ／下げ 上げ／下げ 上げ／下げ 上げ／下げ 上げ／下げ

（参考）需給調整市場における商品の要件

※1 簡易指令システムと中給システムの接続可否について、サイバーセキュリティの観点から国で検討中のため、これを踏まえて改めて検討。
※2 事後に数値データを提供する必要有り（データの取得方法、提供方法等については今後検討）。
※3 沖縄エリアはエリア固有事情を踏まえて個別に設定。
※4 中給システムと簡易指令システムの接続が可能となった場合においても、監視の通信プロトコルや監視間隔等については、別途検討が必要。
※5 30分を最大として、事業者が収集している周期と合わせることも許容。



28(参考) 広域調達開始時期と調達スケジュールについて

出所）第28回制度検討作業部会（2019.1.30）資料5
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/028_05_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/028_05_00.pdf


29（参考）年間公募にかかる契約の変更時期

 需給調整市場および容量市場の開設により、年間公募の契約は以下のように順次変更される。

2019 2020 2021 2022 2023 2024～
（容量市場開設※）

需給調整市場
の商品

電源Ⅰ-a（kW）

電源Ⅰ-b（kW）

電源Ⅰ’（kW）

電源Ⅱ

電源Ⅱ’

ブラックスタート

年度

商品

三次①

二次②

二次➀

一次

三次②

（開始時期検討中）

需給調整市場

エリア内公募（年間）

エリア内公募（随時）

電源Ⅰ公募時に公募

容量市場

余力活用

公募

広域調達（年間）

需給調整市場

需給調整市場

需給調整市場

需給調整市場

エリア内公募（年間）

エリア内公募（年間）

エリア内公募（随時）

余力活用

容量市場

容量市場

※国の審議会において容量市場の初回受渡を2024年度から2023年度に見直すことが議論されている。この検討結果を踏まえて需給調整市場のスケジュールを見直す可能性がある。

（広域）

（広域）

（広域）

（エリア内）



30

容量市場
(発動回数制約電源のリクワイアメント)

調整力公募
（電源Ⅰ’公募要件の代表例※1）

（参考）
需給調整市場

（三次調整力②商品要件）

調達主体 広域機関 一般送配電事業者 一般送配電事業者

取引対象 kW kW+ΔkW ΔkW

調達範囲 全国 エリア 全国

調達時期 ４年前or１年前 １年前 前日

発動回数 １２回 １２回 ΔkW落札ブロック内で制限なし

応動時間 ３時間 ３時間 45分以内

継続時間 ３時間 ３時間 3時間

指令間隔 ３時間 ３時間 30分

活用時期
の決定

一般送配電事業者 一般送配電事業者 発電事業者

発動者 一般送配電事業者 一般送配電事業者 一般送配電事業者

活用者 小売電気事業者 一般送配電事業者 一般送配電事業者 一般送配電事業者

kWh価格 卸市場により決定 予め登録※2 前週登録 ΔkW応札時にあわせて登録

（参考）発動回数制約電源の要件との関係

※1 一部の公募要件は異なる
※2 需給ひっ迫時に一般送配電事業者の指示等があった場合にその対価を支払う仕組みは別途検討が必要


